　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添１
愛知県病院内保育所運営費補助金の調査について
１　提出書類（部数：１部、様式は県ホームページ上に掲載しています）
（１）病院内保育施設に関する調査票（様式１）

※県内における病院内保育施設の設置状況等を把握するため、大変お手数ですが、次の場合も提出をお願いします。
　　　・病院内保育施設を未設置の場合
　　　・病院内保育施設を設置済みであるが、補助金を希望しない場合
（２）病院内保育所運営事業計画書

（３）病院内保育所の運営収支状況調査票（施設別）

（４）病院内保育施設設置病院の令和３年度決算書（損益計算書及び貸借対照表）

※様式には計算式が入っているセルがありますので、指示のある項目にのみ入力ください。また、各様式の数字の整合性にも留意してください。
２　提出期限

　　様式１　　　令和５年６月１９日（月）メール　　　
　　様式１以外　令和５年７月１０日（月）メール
　　　＊送信時にはファイル名、メールの件名を「【○○病院】病院内保育所」と記載願います。
３　その他
（１）本事業についての交付要綱等、事業の詳細については、県ホームページをご覧ください。
　　 （https://www.pref.aichi.jp/soshiki/imu/0000087621.html）
（２）令和６年度予算要求にあたって、補助基準に合致する病院内保育施設数を把握する必要があるので、補助基準に合致する保育施設を有する医療機関は全て提出すること。
（３）初めて本補助金の活用を希望する場合は、事前に医務課まで連絡すること。
（４） 補助対象である保育施設は、原則１２ヶ月運営し、医療従事者の保育児童数が１人以上であり、保育料として平均月額１万円以上を徴収する予定であること。

（５）調査票提出後に、当該保育施設の廃止又は補助要件を欠くこととなった場合は、速やかに
医務課まで連絡すること。
（６）定員枠等やむを得ない事情により運営を委託している場合は、補助対象経費の算定について事前に医務課に確認すること。
（７）HP内の様式「事業計画書・運営収支状況調査票」（５）のf欄は自動計算されますが、
次の式により算出した額となります。
	令和５年４月１日現在の病院内保育施設利用職員の児童数
	×3,186,000円

	2.6
	


　　　（「令和５年４月１日現在の病院内保育施設利用職員の児童数」÷2.6で算出される数値については、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位まで算出し、その後で3,186,000円を乗じ、また、分数部分についてⅠ型及びⅡ型で２、Ⅲ型で４、Ⅳ型で７、Ⅴ型で10名を下回る場合、Ⅰ型及びⅡ型は２、Ⅲ型は４、Ⅳ型は７、Ⅴ型は10として算出）

（８）児童保育の運営費に対する補助に関しては、厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の「乳幼児健康支援一時預かり事業」と重複申請しないように注意すること。

（９）保育施設の運営費に対する補助に関しては、児童育成協会による企業主導型保育事業、愛知労働局の両立支援等助成金、地域型保育（事業所内保育）等他の補助金と重複申請しないよう注意すること。なお、新規に保育所を開設した場合、企業主導型保育事業の助成を受けられるか確認し、該当しない場合のみ県の当該補助金をご要望ください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担　当　　看護対策グループ（小玉）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　　依頼文参照
メール　　imu@pref.aichi.lg.jp
